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自由民主党 要望項目一覧 

令和８年度６月補正分 

要望項目 左に対する対応方針等 

１ 中東情勢の緊迫化による影響への対応について 

今年２月以降の米国・イスラエルとイランをめぐる軍事的緊張の

高まりにより、ホルムズ海峡周辺の航行リスクが増大し、エネルギー

価格・物流コストの上昇が県民生活及び県内経済に広く影響を及ぼ

すことが懸念されている。 

国においては、年を超えて石油の供給を確保できる目途が立ち、ナ

フサ等の石油化学製品についても、供給そのものが直ちに不足して

いる状況ではないとの見方も示されている。一方で、中東情勢の緊迫

化に伴う原油価格の上昇や物流の不安定化により、県内の各種事業

分野において、燃油や原材料、各種資材の価格上昇、調達面での不安

が広がりつつあり、事業運営や経営への影響を懸念する声が現場か

ら寄せられている。また、輸送コストの増加に伴い、人流や物流を通

じて県経済全体に波及的な影響が及ぶことも懸念される。 

こうした状況を踏まえ、農林水産業、医療、観光、交通、物流、中

小企業など幅広い分野への影響を網羅的に把握し、その実態につい

て国と緊密に情報共有するとともに、分野や事業規模の実情に応じ

た機動的な支援策の実施と、必要な財政措置が講じられるよう、国に

対して強く働きかけること。 

併せて、県内事業者の経営への影響が顕在化している産業につい

ては、実態を踏まえた経営支援策を機動的に措置すること。その際、

不必要な不安を助長しないよう、情報発信には十分配慮すること。 

中東情勢の緊迫化に伴う県内経済及び県民生活への影響については、部局横断で対

応するため設置した「中東情勢に伴う物資供給確保プロジェクトチーム」により継続的

に情報収集するとともに、流通の目詰まり等を確認した場合は、随時国に情報提供し解

消を図っている。国に対しては、燃油及び石油関連製品等の重要物資の供給確保や価格

高騰等に係る地方の実情に応じた対策を講じるよう、赤澤経済産業大臣などに要望を

行ったところであり、引き続き全国知事会等とも連携して要望していく。 

また、県民や県内事業者の不安を助長しないよう情報発信に配慮するとともに、影響

の大きい分野については、令和８年度当初予算における物価高対策予算や資金繰り支

援策等を機動的に実施し、しっかりと支援していく。 

なお、事態の長期化を見据え、経営状況に支障が生じている事業者に対する融資枠の

拡大等や福祉施設等への応援金の支給などの追加対策を６月補正予算案において検討

している。 

 

【６月補正】 

・エネルギー・原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業 ５９２，１２３千円 

（融資枠：９０億円に拡大） 

・家計負担激変緩和対策事業                 ９２，０００千円 

・社会福祉・保育施設等物価高騰対策支援事業       ３７９，７９５千円 

・子ども食堂運営費高騰対策支援事業              ８，３６０千円 

・交通事業者物価高騰対策支援事業              １７，３００千円 

・私立学校等物価高騰対策支援事業              ８，３５０千円 

・ＬＰガス料金高騰対策支援事業             ２６４，５００千円 

・特別高圧電力料金高騰対策支援事業           １００，０００千円 

・物価高騰等緊急対応調整費               ３００，０００千円 等 
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要望項目 左に対する対応方針等 

２ 人口減少対策の強化について 

今年４月２０日、本県の４月１日時点の推計人口が５１万９１４

８人と、戦後初めて５２万人を切ったことが発表され、予測を上回る

速度での人口減少が改めて示された。 

引き続き出生率の向上、若者定着、移住定住、関係人口の拡大など、

人口減少の抑制・定常化に向けた取組を進める一方、人口減少を前提

とした強靱化対策を速やかに具体化することが喫緊の課題である。 

今年度設置された「人口戦略推進本部」においては、この二軸を明

確に整理し、医療、介護、交通、教育、行政サービス、地域コミュニ

ティ等の維持・再構築を含む具体的な取組を県民へ早急に提示する

こと。併せて、人口減少と高齢化の進行を前提として、公共施設や行

政サービスについて、従来の配置や提供方法を前提とせず、将来にわ

たり持続可能な形となるよう、広域化・集約化、デジタル技術の活用

なども通じた再設計に、具体的に取り組んでいくこと。 

本県の人口減少は、主に出生数の減少と死亡数の高止まりによる自然減、若年層を中

心とした転出超過による社会減が同時に進行する複合的な構造に起因しており、その

緩和にあたっては、若者や女性にも選ばれる地域づくりを前提として、部局横断的・総

合的な施策の推進が不可欠と認識しており、今後、産官学金労言や若者、女性などをメ

ンバーとする「人口戦略県民会議」を設置し、移住定住・少子化等や地域未来戦略等の

方向性を議論し、人口の定常化や社会の強靱化に向けた人口未来ビジョン・人口戦略の

策定に向けて検討するとともに、喫緊の課題に対応するため、出生数と関連のある婚姻

件数増加や、若年層のＵターン促進、移住・定着に向けた産業・雇用創出の基盤強化を

６月補正予算案において検討している。 

公共施設については、鳥取県公共施設等総合管理計画により、長期的な視点をもって

公共施設等の長寿命化・更新・統廃合等に取り組んでおり、西部総合事務所新棟・米子

市役所糀町庁舎や米子アリーナの整備のように、県と地元自治体が連携して施設の統

廃合を行うなど、公共施設の配置最適化を図っていく。 

また、行政サービスについては、中部圏域の下水道ウォーターＰＰＰ導入に向けた取

組、鳥取県地方税滞納整理機構による滞納税の共同徴収、鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推

進協議会による情報システムの共同調達・運用など市町村との広域連携に取り組むと

ともに、県単体としても、行政手続きに係るオンライン提供原則化の推進や電子契約の

拡大推進、庁内システムの更なるＤＸ導入を進めているところであり、今後も従来のや

り方にとらわれず持続可能な形となるよう、より一層市町村との広域化・集約化、デジ

タル技術の活用などの取組を進めていく。 

 

【６月補正】 

・【人口減少対策特別プロジェクト】えんトリーキューピッドによる出会いの機会増大

事業                            ４，８３０千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】鳥取県学生就職活動等交通費助成事業         

２１，２６３千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】地域産業成長プラン推進事業            

３００，０００千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】ＧＸバイオクラスター形成事業            

２０，０００千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】とっとり職種転換型トライアル雇用・研修一貫支

援事業                          ２４，０００千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】地方発ＡＸ戦略推進フォーラム開催事業 

５，０００千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】人口戦略県民会議運営費      ５７２千円 



 3 

要望項目 左に対する対応方針等 

３ 地域未来戦略に基づく産業クラスターの形成・拡大に向けて 

国は、地方創生の取組に加え「強い経済」の実現に重点を置いた地

域未来戦略を今夏取りまとめることとしており、「戦略産業クラスタ

ー」「地域産業クラスター」「地場産業成長プラン」の３つの類型のも

と、地方への大規模投資促進が進められようとしている。この枠組み

においては、県が主体的に産業戦略を構想し国に提案していくこと

が求められており、本県経済の持続的成長を図るためにも、このチャ

ンスを最大限に活かした能動的な取組が重要である。 

ついては、「戦略産業クラスター」については、周辺県との情報共

有・意見交換を積極的に行いながら、広域的な産業連携において本県

が参画・形成できる分野と連携先を国・関係自治体・企業・研究機関

とともに掘り起こし、具体化すること。 

また、「地域産業クラスター」については、地域未来交付金の優先

採択につながることを踏まえ、本県は東部・中部・西部で産業集積や

地域資源の性格が大きく異なることから、それぞれの人材、研究機

関、交通・物流条件等を踏まえ、各圏域の特性を活かした県全体とし

てバランスのとれた計画を速やかに策定・提出すること。 

加えて、「地場産業成長プラン」については、農林水産、観光、伝

統工芸品等、本県が強みを持つ地域資源を最大限に活かした成長プ

ランを県が主体となって策定・提出すること。 

「戦略産業クラスター計画」は、各経済産業局が計画素案を作成し、中国地域では半

導体、造船、ＧＸ、コンテンツ、ものづくりの５分野でとりまとめが進められている。

本県としては、大規模投資支援につながる好機となる可能性を踏まえ、ＧＸ分野を念頭

に産学官連携のプラットフォーム構築を６月補正予算案において検討している。 

また、「地域産業クラスター計画」は、県内各地域の産業の特性・集積を踏まえ、食

品加工、電子デバイス・電気機械・素形材など基盤的産業、モビリティ、コンテンツな

どの成長産業分野における計画を、「地場産業支援プラン」は、可能性を秘めた魅力溢

れる地域資源の付加価値創出と地産外商を推進するため、農林水産、観光、環境などの

幅広い分野で検討を進め、民間の成長投資を促していく。 

県内の産業振興や雇用の受け皿づくり、更には将来の移住定住に繋がるような二地

域居住や関係人口の推進など人口戦略と一体的に本県全体が活性化するよう、令和８

年７月の第一弾提出に向けて経済関係団体・市町村等と連携・議論し策定を進めてい

く。 

 

【６月補正】 

・【人口減少対策特別プロジェクト】地域産業成長プラン推進事業 

３００，０００千円 

・【人口減少対策特別プロジェクト】ＧＸバイオクラスター形成事業 

２０，０００千円 



 4 

４ ＡＩの活用及びセキュリティ対策について 

今年３月に経済産業省が公表した「２０４０年の就業構造推計（改

訂版）」及び４月に自由民主党デジタル社会推進本部が提出した「Ａ

Ｉホワイトペーパー２．０」では、ＡＩ活用による就業構造の大きな

変化と「ＡＩ駆動型国家への構造転換」が示されている。本県におい

ても、ＡＩ活用を業務効率化にとどめず、産業振興、行政運営、教育、

人材育成、地域課題の解決など幅広い分野における変革の手段とし

て位置付ける必要がある。 

ついては、リスキリング支援、デジタル人材の育成、円滑な労働移

動を支援する施策を推進すること。併せて、県庁においても生成ＡＩ

等の活用による業務改革を進め、職員の生産性向上と県民サービス

の向上につなげること。 

一方、国内外の公開情報や専門家の指摘によれば、先端的なＡＩ技

術は、生産性向上等の大きな利点をもたらす一方で、サイバー攻撃に

おける脆弱性探索や攻撃手法の高度化に悪用されるリスクも指摘さ

れている。このことは、ＡＩがサイバーセキュリティに深刻なリスク

をもたらし得ることを示しており、行政機関のみならず県内企業や

関係団体においても、サイバーセキュリティ対策やＢＣＰの強化の

必要性がより一層高くなっていると言わざるを得ない。 

ついては、ＡＩを活用した官民連携の防御網構築を国に働きかけ

るとともに、県の情報セキュリティ体制を総点検し、技術的・人的・

組織的対策を一体的に強化すること。県内企業や関係団体に対して

も注意喚起、相談窓口の周知、研修・訓練機会の提供等を行い、地域

全体のサイバーセキュリティ水準の向上を図ること。また、重要情報

システムや医療、交通、行政サービス等についてはサイバー攻撃を想

定したＢＣＰの点検・訓練を進めること。 

ＡＩの活用については、企業におけるＡＸ（ＡＩ等の先端技術を活用した業務変革）

導入・実装を担う人材を育成するため、職員からリーダー層、経営者等の各階層毎に体

系的なリスキリング支援・デジタル人材育成に取り組むとともに、引き続き、求職者等

を対象にデジタルスキル習得から県内企業とのマッチングまでの一体的な支援を実施

することとしている。 

これに加えて、ＡＩの活用拡大を念頭に事務職等からの職種転換を行う者を受け入

れる県内企業等の環境整備、人材育成プログラムの構築により、円滑な労働移動につな

げる仕組みづくりを６月補正予算案において検討している。 

県庁におけるＡＩの活用については、令和元年より業務効率化・県民サービスの向上

を目指し、ＡＩ技術で様々な県庁業務改革を推進するとともに、令和６年に自治体デジ

タル倫理原則、人間主導ＡＩ（えぇ愛）ガイドラインを策定し、生成ＡＩの適正かつ積

極的な活用を促進してきたところである。本年度はＡＩエージェントやＲＡＧ等の機

能を有する新たな生成ＡＩシステムの導入と併せて、「県庁ＡＸ」元年としてさらに県

庁業務改革を進め、生産性向上と県民サービスの充実に努めることとしている。 

また、アンソロピック社のクロード・ミュトスを代表とする最先端ＡＩが悪用された

場合、サイバーセキュリティ防御面でこれまでにない世界的な脅威となる。本県は、令

和８年４月に県庁内システムにおける脆弱性の一斉点検や、万一の際のシステム保守

業者等との連絡体制の再確認を実施したほか、高度ＡＩ時代の最新サイバーセキュリ

ティ防御対策に向けた情報収集を強化したところである。 

国においてもＡＩ技術がもたらすセキュリティリスクを国家的な問題として捉え、

官民連携の作業部会の設置や、セキュリティの脆弱性の発見・修正の対応の具体化のた

めの対策パッケージを取りまとめるなど対策を開始するとの報道もある。国への働き

かけについては、今後明らかになるであろう国の対策やＡＩを取り巻く情勢等に注視

しつつ、必要な対応を検討することとしている。 

さらに、企業に対するランサム攻撃などの被害拡大を踏まえ、県警察本部と連携し

て、サイバー攻撃の情勢や攻撃を前提とした事業継続などの勉強会を開催している。昨

年末には、ランサム攻撃の「脅威体験講座」としてパソコンを用いた体感型の研修も展

開した。サイバー攻撃への対応については、商工団体等にも働きかけて情報連絡会を設

置して周知にも取り組んでおり、今後も、県内企業、支援機関とともに地域全体のセキ

ュリティ向上を進める。 

加えて本県では、全業種を対象にＢＣＰ策定を進めており、事業者がサイバーセキュ

リティを含めあらゆる事象に係るＢＣＰを策定できるひな形（鳥取県版企業ＢＣＰモ

デル）を作成・公表し、ひな形の活用によるＢＣＰの策定及び点検・訓練実施の支援を

行っている。 

令和８年度においても、ＢＣＰ策定事業者が、社内人材を育成するための研修や策定

済ＢＣＰの改善方法を習得するワークショップ、ＢＣＰの新規策定・見直しに係る専門
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要望項目 左に対する対応方針等 

家派遣事業を行い、県内事業者のサイバー攻撃の想定を含めたＢＣＰ強化を推進する。 

 

【令和８年度当初予算】 

・戦略的リスキリングによる地域ＤＸ人材基盤強化事業     １８，５００千円 

・次世代ＩＴ／ＤＸ推進人材育成・確保プロジェクト（デジタル人材育成・マッチング

事業）                          １７，０００千円 

・産業ＤＸ推進事業（サイバーセキュリティ強化支援事業）    ３，０００千円 

・中小企業リスク対策強化推進事業（ＢＣＰによる事業継続力の強化） 

７，７００千円 

・デジタル県庁改革推進事業                 ３９，８９５千円 

 

【６月補正】 

・【人口減少対策特別プロジェクト】とっとり職種転換型トライアル雇用・研修一貫支

援事業                          ２４，０００千円 
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要望項目 左に対する対応方針等 

５ 人口減少下における県立高校の役割の明確化と魅力化の推進につ

いて 

国において高校授業料の無償化が進む中、高校教育は義務教育で

はないものの、準義務教育的な役割を一層強めている。一方で、高校

に進学しない子どもや中途退学する生徒も一定数存在する。そうし

た子どもたちへの支援を含め、義務教育後、社会的自立に至るまでの

学びの保障をどう確保するかが改めて問われている。 

また、少子化により子どもが減少する中、公立・私立高校それぞれ

の役割と県全体としての教育機会の確保が改めて問われており、県

立高校については学校配置や学級数の議論にとどまらず、普通教育、

専門教育、地域人材育成、進路保障などの役割を再整理する必要があ

る。 

現在、本県では「令和新時代の県立高等学校教育の在り方に関する

基本計画＜前期＞」に基づく取組に加え、高校魅力化基金を活用した

県立高校改革の議論、国の N-E.X.T.ハイスクール構想を受けた取組、

高等学校教育改革実行計画の策定に向けた検討が並行して進められ

ている。これらは個別校の魅力化策にとどまらず、高校無償化の進

展、少子化の加速、公私の役割分担、義務教育後の学びの保障といっ

た課題を踏まえ、人口減少下における県立高校の役割と将来像を明

確にする機会として統合的に捉えるべきである。 

ついては、各計画・取組の関係を整理し、人口減少下における県立

高校の役割と将来像を明確に示すこと。 

併せて、高度専門人材の育成に向けて、専門高校の機能強化、大学・

高等教育機関や産業界と連携した実践的な学び、専攻科の活用、複数

年にわたる専門教育の仕組みなどを幅広く検討すること。 

その際、県立高等専門学校の設置可能性についても、選択肢の一つ

として、既存の県立高校改革との関係、国の制度・財政支援、教員・

施設の確保、地域産業の人材需要、進学・就職動向等を踏まえ、丁寧

に検証すること。 

鳥取県教育委員会では、人口減少下及び多様化する生徒の学習ニーズに対応するた

め、高校教育における基本的な考え方や施策展開の方向性を示した基本方針（令和８年

度～令和１７年度）を令和６年３月１６日に策定し、令和７年３月１５日には、基本方

針の内容を具体化・明確化するための基本計画＜前期＞（令和８年度～令和１２年度）

を策定した。 

国からは、２０４０年の産業構造の変化に対応した人材育成を行うことを目的とし、

令和８年度中に、N-E.X.T ハイスクール構想を実現するための都道府県実行計画の策定

を求められており、今後、これまでに県が策定した基本方針や基本計画の趣旨に基づき

実行計画を策定するとともに、社会情勢や国・県の施策等に大きな変更が生じた場合

は、柔軟に対応していく。 

また、産業界や高等教育機関等関係機関の意見を幅広く伺いながら実行計画を検討

していくため、「高等学校教育改革推進コンソーシアム」を立ち上げたところであり、

今後、各部会（専門性高度化部会、理数系人材育成部会、地域連携多様な学習ニーズ部

会）等を開き、地域と一体となった高校教育改革を推進していくことを６月補正予算案

において検討している。 

なお、検討の中では、高校無償化による影響や、公私の役割分担といった課題等も踏

まえ、県民や地元産業界のニーズ、多様化する生徒の意向や目的を大切にした視点で県

立高校の将来像を示していく。 

また、地域を支える高度専門人材の育成のため、高等専門学校も含めた５年程度の学

びについて、第１回コンソーシアム全体会で関係者の意見を聴取したところであり、今

後、新たな検討組織を設置し、引き続き丁寧に検討していく。 

 

【６月補正】 

・県立高等専門学校設置検討事業                １，２００千円 

・鳥取県県立高等学校教育改革促進基金造成事業     ４，４６０，０００千円 



 7 

要望項目 左に対する対応方針等 

６ 自転車に係る交通ルールの周知と安全な走行環境の確保について 

今年４月１日から自転車にも「青切符」が適用され、信号無視、一

時不停止、ながら運転など１１３種類の違反行為が取り締まり対象

となった。制度の内容が広範にわたることから、県民への丁寧な周知

が求められている。 

ついては、県警察、道路管理者、学校、市町村、関係団体等と連携

し、対象となる違反行為、反則金の納付方法、歩道通行が認められる

場合などについて周知を徹底すること。 

一方で、本県には道路幅員や路肩が十分でない区間、通学路や生活

道路として利用されている区間も多く、単に車道走行を徹底するだ

けでは、自転車利用者及び自動車運転者双方の安全確保や交通の円

滑性に課題が生じるおそれがある。 

通学路、生活道路、幹線道路、観光地周辺等における自転車走行環

境を点検し、危険箇所の把握、路面表示、道路空間の改善など、地域

の実情に応じた安全対策を進めること。 

併せて、青切符制度に便乗した詐欺等を防止するため、制度内容や

反則金の納付方法について正確な情報発信を行うこと。 

自転車に係る交通ルールの周知については、従前から交通安全講習、街頭広報等によ

り実施しているところであり、この度の自転車に対する「青切符」の導入に関しても、

県警察本部のホームページやＸ（エックス）等を活用した「自転車ルールブック」の周

知や「青切符導入周知」の動画作成・掲示など、広報啓発活動を実施している。 

また、県立学校においては、令和８年２月及び４月に開催した県立学校長会で制度説

明を行うとともに、「四コマ漫画を活用した青切符導入制度の周知」に関する広報ポス

ターの作成・掲示、生徒に青切符導入啓発チラシを配布して始業式等で指導を行うな

ど、制度の周知徹底を図っており、今後も制度が県民に広く知れ渡るよう周知を図って

いく。 

 自転車走行環境の安全な整備についても重要であると認識しており、学校やＰＴＡ、

道路管理者、警察が連携し、自転車の通行場所を示す矢羽根表示を設置するなど、自転

車利用者の安全対策を行っており、引き続き対策を進めていく。 

 青切符制度に便乗した詐欺等については、学校等に対する被害防止に関するチラシ

の配付、県警察本部のホームページやＸ（エックス）等を活用した被害防止広報を実施

しており、今後も継続的に情報発信を行っていく。 

 


